[Note] On Robert Evans, "the Labor Economies of Japan and the United States by 小林 英夫 & Kobayashi Hideo
[研究ノート] 日本の労働経済とアメリカの労働経
済 : ロバート・エバンズ教授の所説をめぐって
著者 小林 英夫
雑誌名 關西大學經済論集
巻 24
号 1
ページ 1-22
発行年 1974-04-20
その他のタイトル [Note] On Robert Evans, "the Labor Economies
of Japan and the United States
URL http://hdl.handle.net/10112/14937
ー研究ノート
日本の労働経済とアメリカの労働経済
ーロバート・エバンズ教授の所説をめぐって――-
小 林 英 夫
1 
戦後外国人（主として英語圏）の手になる日本の労働問題研究はとみに活発であるが，
そのほとんどは日本の労使関係の特異性を強調するものといってよい。古くはアベグレン
あり，またアリス・クック女史のごときも日本の組合運動を描くにあたって "different" 
という語を連発するり。もちろんこのことは， H本人研究者自身の多くが「日本的なもの
」を強調する傾向にあったことと無関係ではない。
これにたいして最近「日米の労働経済』2)なる著書をものしたロバート・エバンズ氏
は，かかる見方に批判的である。氏にいわすれば，日本的なものを軽視するつもりはない
が，とくに労働経済学の立場からすれば日米の相違は「現実のものというより見せかけ」
("more apparent than real")3)だという。もちろんソロモン・レビーン教授がエバン
ズ氏のこの書物に寄せた序文のなかで述べているように，なにも経済成長と工業化が日米
両社会をますます "convergent"なものならしめるというのでな<'・日米間に 「相違と
織りまざった類似性」 ("asimilarity interlaced with differences")が存するというに
すぎない。エバンズ氏は「労使関係制度のエッセンスは経済諸関係のなかにあるという確
信」4)から賃金や労働移動といった側面に主として眼を向けるが， 氏の日米類似点を強調
1)まずはクック女史の著書 (AliceH. Cook, Japanese Trade Unionism, Cornell 
University, 1966)の書き出しをみよ。
2) Robert Evans, Jr., The Labor Economies of Japan and the United States, Praeger 
Publishers, New York, 1971, pp. xix+276. 
3) Ibid., p. x. 
4) Ibid., p. ix. 
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する態度はかかる確信の当然の帰結であろう。計量的な分析手法は，質的相違よりも量的
類似性を強調せしめやすい。だがかかる分析手法によって逆に日米間の類似性を検出する
ことも，大いに意義あることといわねばならぬ。
?
エバンズ氏はアメリカ人だから，その研究動機もアメリカ的である。国際比較をする以
上クラーク・カーの『インダストリアリズム』の手法をもちろん念頭に入れはするが，同
時に連邦労働行政の州への海透によって独自の州法による州単位の社会的実験が不可能と
なった現在のアメリカでは，他国の経験をもってかかる州単位の実験に代えうるという利
点が国際比較に存するとみる。この場合，とくに日本が比較の対象とされたのは， 日本は
経済成長を達成した唯一の非西欧国であることを含めて多くの理由から外国人の興味をそ
そるし， また日本の賃金その他の労働市場的側面は制度的側面ほどよく知られていない
し，さらに日本は開発途上国の道標たりうると判断されるからだという。
エバンズ氏によれば，国際比較のための普逼的な理論は存せず，さりとて新古典派の賃
金雇用理論は均衡状態を描いても均衡にいたる動的な過程を示さない。＼またクラーク・カ
ーのいうインダストリアリズム（各国労働市場のルールの普遍化）は， 1レール設定者ない
し1レールの内容が相異なる経済に｀ついてまったく同一であることを意味しているわけでは
ない。
以上の氏の指摘は正しい。そこで氏は，国際間の共通点と相違点を説明するメカニズム
としてそれを(1)テクノロジー ， (2)歴史と文化， (3隆済発展段階のどれかひとつに求めると
いう多元的な分析のフレームを提示する。一般に一元論では論理の一貫性は保たれるが説
明しきれないことが多すぎ，多元論では多くの問題に一応の説明を与えることはできても
論理の一貫性は失われやすい。エバンズ氏の三元論とて例外ではないが，既存の分析のフ
レームに多くを期待しえないとするなら，これもやむをえないことかもしれぬ。
だが分祈のフレームを論ずるにあたってエバンズ氏は慎重ではある。たとえば制度的フ
レームである組合運動の比較について，氏は従来からの労働指導者および組合戦略の観点
よりする分析方法をとらず，組合成長およびそれと結びつける社会的，心理的，政治的，
経済的諸要因（諸変数）との相互作用という観点から分析をおこなわうとする。すなわち
政府の労働政策よりみれば，戦後の日本やニュー・ディール後のアメリカにみられるよう
に，組合運動の成長が政府の態度の如何によるところが大きいという共通点がある。政治
的イデオロギーよりみれば．日米の組合運動はともにその影響をうけたとはいうものの，
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アメリカでは左翼イデオロギーは「組合運動の脚註」5)にすぎないのに， 日本の組合運動
にしめる左翼勢力の役割は大きいという相違がある。組合運動における有効な意思決定の
所在という点よりみれば，アメリカのそれは全国組合のレベルにあり， 日本のそれは単位
組合すなわち企業レベルにある。また公務員関係の組合勢力の強力なことが日本の特徴だ
とすれば，これにたいしてストライキ継続期間が長く，また賃金時間以外の問題をめぐる
経営の決定にたいするストライキの多いことはアメリカの特徴である。
だが以上のような日米間の類似点と相違点の指摘は，従来からの通説の繰り返しにすぎ
ない。メリットはエバンズ氏の比較方式にあるといえようが，それだけならたとえばロス
とハートマンの比較指標の方が勝れているかもしれない。氏はさらに雇用関係にかんし
て，「アメリカにおける雇用関係の基本要素は契約の概念である」6)tr)にたいし，「日本の
雇用関係のエッセンスは労働者の企業にたいする，また企業の労働者にたいする責任であ
る」7)という。ついでにいうなら， 年功賃金の成立過程をめぐるエヴァンズの記述は， 要
領を得ていて正確である。だが日本人よりみて参考になるのは，たとえば日米の大学教授
の雇用関係の相違のごときを別とすれば，年功制度下の日本のブルー・カラー労働者と先
任権ならびに付加給付の制度下のアメリカのプルー・カラー労働者との相違が非常に大き
いとは論じがたいというエバンズ氏の主張である。さらに氏中日本における賃金職務給
化の動きとアメリカの使用者側にみられる技術変化にたいする労働者保護のための積極的
な態度とは， 日米の雇用慣行をより接近せしめるだろうともいう。確かに日米雇用慣行の
類似点を軽視することは危険だが，さりとてそれを強調しすぎることも同様に危険であろ
う。エバンズ氏がその点で中庸をえているかどうかは，いささか疑問である。
?
日米の労働経済の制度的なコンテクストが以上のようだとして，労働経済そのものはど
うであろうか。日本の若年層（とくに中学卒業者）の不足（求人難）とは対照的なアメリ
カの若年層の就職難のごときは， よく知られた日米の相違のひとつである。エバンズ氏
は，まずは労働市場のメカニズムと組織とを検討しようとする。実際の労働市場のメカニ
ズムが，いわゆる職 (job) の純利益の均等化をもたらさないという意味で「均衡確立の
5〉Ibid.,p. 27. 
6) Ibid., p. 36. 
7) lbzd., p. 38. 
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過程において労働者の通る古典的経路以上のもの」8)であり， かかる労働力配分システム
によって相対的に有利な雇用者グループと不利なグループとの生ずることは氏の言をまつ
までもないが， 日米におけるその態様は異なる。
コーリン・クラーク流の第一次産業→第二次産業→第三次産業という単純な発展モデル
によって日米の雇用構造の変化をみると， 1870年~1920年の日本は第一次産業から第二次
産業に移る時期（このモデルの第一段階）にあり，また1920年~1950年は戦時の徴用制度
による変化をのぞけば「単にーカ所にとどまるために疾走している時期」9)であり， 1955 
年になって日本は上記モデルの第二段階および第三段階に同時に移行したことになる。こ
れにたいしてアメリカは世紀の変わり目にすでに第二段階に深く突入しており， 1920年～
30年頃までにますますサービス志向型の経済となりつつあった。ここでエバンズ氏は， 日
米雇用構造における二大相違点としてまずは上記発展モデルの第三段階への日米の突入の
度合の差をあげ，さらにこれと関連して，雇用者総数に占める専門技術的ならびに管理的
職務従事者数の比率が日本においてアメリカよりも遥かに低いことをあげる。
女子労働力の雇用面における日米の相違もいちじるしい。日本の女子労働力率は戦後か
ら1965年および1968年~69年の間に減少をしめしているのにたし，アメリカのそれは戦後
一貰して著しく増加してきている。これを年令階級別にみれば，アメリカの女子労働力率
の上昇はどの年令階級にもみられるが， 日本のそれは若年令層（とくに15オ~19オ）と最
高年令層 (60オ以上）において低下し， 40オ~60オの年令層の労働力率の上昇がそれを部
分的に相殺している。なお15オ~19オの年令階級の労働力率の低下が中卒者の進学率上昇
によっていることは日本人にとって周知のことだが，ェバンズによればこれに対応する変
化はアメリカにみられない。
ところでかかる日米間の雇用構造の相違は，両国の労働市場の特徴と無関係ではない。
たとえば日本における若年令層の求人難とアメリカにおける若年令層の求職難とは新規求
職と労働移動にかんする日米間の慣行の相違に求められうる。日本では新規学卒者中心の
求人慣行のため「独立した」 (self-contained)新規学卒市場が形成され， 初任給の決定
機構といわゆる平均賃金のそれとは一応別である。かくて新規学卒者についてみれば，初
任給のみならず大企業への就職比率も上昇し，さらに産業別にみれば新卒者の求職は農林
水産業より製造業へと移ってきている。
8) Ibid., p. 55. 
9) Ibid., p. 64. 
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エバンズによれば，アメリカには日本のような明白な形での新規学卒市場なるものはな
い。とはいうものの一部（たとえば engineerの労働市場）には，労働力不足を反映して
初任給決定が在職者賃金の決定から切り離される傾向がある。また単純事務労働市場と大
学卒市場には日本に似た求人求職慣行がみられ，大企業の代表者が新卒者を求めて大学や
高校を訪れ，教授ならびに教師と求人側との間の継続された関係をつうじて合理的な労働
市場ができあがる。だがアメリカの一般的な求職のパターンは，個人的縁故を利用しての
企業訪問という非公式方法であり，この方法は失業率の高い時期にとくに意味がある。換
言すれば公的職業紹介制度はアメリカでは日本ほど活用されているといえず，工バンズを
していわしむれば「労働市場のこの側面は日本のほうがアメリカよりも合理的でよく組織
されている」10)ことになる。
日本の企業間労働移動にかんするエバンズ氏の指摘は正しい。年功的労使関係といわれ
るものの理念型は現実にほど遠<'それはせいぜい大企業間に支配的な関係にすぎない。
中小企業についてみれば労働移動率は高い。企業間労働移動は「中小企業から大企業へ」
というよりも「大企業から中小企業へ」の移動であり，中小企業は大企業に入れなかった
「労働者を吸収するスボンジ」11)だという。だが年令階級別にみれば労働移動は若年令層
に集中する傾向にあり，高年令層の移動性は低い。エバンズは，労働移動にかんする諸種
の研究を検討したのち， 労働力の約半数がすくなくとも10年に一度は職 (job) を変え，
またその移動の半数は産業間移動に関するものであることから， 「労働供給の弾力性はま
ったく大きく (extensive)12)」， それは日本の雇用慣行のキャッチフレーズたる "infor 
life"の意味する以上だというが，注目すべき指摘ではある。
アメリカの転職率が非常に高水準にあることはよく知られているが，とくに若年令層の
在職期間が総労働力の平均在職期間よりも遥かに短かいのであって，「jobshiftingの長
さは大体において労働力の年令の関数」13)である。とはいうものの一般に転職率が高くか
つ在職期間の短かいことは， 当然に産業間ないし職種 (occupation) 間の労働移動率の
高いことを意味し，これはアメリカの労働市場の特徴でもある。
アメリカの入職率ならびに離職率は日本の約2倍であり，逆に日本における10年以上の
在職者の比率はアメリカの約1.7倍である（ただし製造業について）。だが中高年令層 (40
10) Ibid., p. 76. 
11) Ibid., p. 77. 
12) Ibid., p. 81. 
13) Ibid., p. 82. 
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オないし45オ以上の層）に限定すれば， アメリカの転職率は日本より低いとすら思われ
る。というのもアメリカの労働者は一般に若年令期には大なる転職傾向をしめし，ほぼ35
オをすぎると在職期間が長くなるからである。なお専門技術的職業の従事者 (professio-
nals)の移動率も日米間で大差はない。またブルー・カラーからホワイト・カラーヘの移
動の点でも日米間に大差はなく，たとえば連関係数をもちいた尾高煙之助氏の研究によれ
ば日本の製造業における両者の労働市場は閉鎖的だとされるが14), ェバンズ氏の引用す
るところではアメリカについても同様の研究がある15)。
エバンズ氏の結論は， 結局のところアメリカの労働移動は日本よりも遥かに大である
が，「かかる相違の主たる決定要素は（アメリカの）労働力の若年令層の遥かに大なる移
動性にある」16)ということ：こなる。さらに面白い指摘として，若年令層の移動性の差はま
た企業内訓練にたいする日米の態度の差によるともいう。
失業の存在形態ももちろん日米で異なる。日本では(1)下請， (2)臨時エ， (3)日雇をクッシ
ョンとして本工のための雇用調整策がとられ，この点ブルー・カラー労働者のレイ・オフ
やホワイト・カラーの attritionによって景気後退期の雇用調整をおこなうアメリカとは
対照的である。周知のように日本では高年令層の失業と低賃金が問題だが，アメリカでは
若年令層や非白人労働者の失業が問題となる。またアメリカでは失業者ないし非労働力と
して分類されるべき存在が， 日本では自営業者ないし無給の家族従業者として捉えられが
ちである。かくして「アメリカでは超過労働供給のほとんどはとくにブルー・カラー労働
者間のより高い失業率として示される」17)のにたいし， 日本では「超過労働需要および供
給のボジションは失業率の検討によっては部分的にしか理解されない」18)。このエバンズ
の指摘は， 日本の現実を正しく理解したものといえる。
14)尾高氏は『季刊理論経済学」第18巻1号 (1967年6月）所収の英文論文のなかで， 日
本の通俗的な二重栴造的労働市場論の反省に立ち， 移動が "perfect" とはどういう
ことかという観点から労働市場の構造を計量的に分析する。この点は，計盤分析の門
外漢の口にすべきことではないが，尾高氏は 6点に要約された結論のひとつとして，
"with respect to the interactions among manufacturing labor, one may argue 
that blue-collar workers seldom mix with white-collar workers" とのべてい
る。
15) Evans, op. cit., p. 86. 
16) Ibid., p. 87. 
17) Ibid., p. 92. 
18) Ibid., p. 90. 
6 
日本の労働経済とアメリカの労働経済（小林） ?
4 
だがエバンズ氏の研究の見どころは，むしろ賃金決定にかんする氏の分析にあろう。氏
の関心は， (1)一部の経済セクターに急速な賃金増加の生じる原因はなにか， (2)かかる均衡
破壊は残余の経済セクターにいかなる衝撃ないし交互作用をおよぼすか， という点にあ
る。理論的にいえば， 賃金変化はかくのごとく産業間に相違があって然るべきであるの
に，戦後のアメリカの場合には，成長率が産業別に相違するにもかかわらず賃金変化は産
業間に類似性がみられたという事実が存する。その原因を制度的要因ならびに労働市場要
因に求めるのは一般の習わしだが，ェバンズ｀氏とてその例外ではない。
エバンズ氏は日米の総賃金 (aggregatewage)を比較するにあたって， 年代的同一性
よりは経済内容的同一性を重視し， 日本の基準年次としては「少なくとも常態回復がほぽ
成った」19)という意味で1952年（昭和27年）をとり，アメリカの基準年次としては「戦時
よりの回復と再転換の終焉ならびに戦後成長の開始」20)をしめし，かつ工業賃金の散布度
が最小 (maximumpoint of compression)であったという意味で1948年をとる。けだ
し常識的な判断というべきであろう。
上記の比較年次を基準にしてエバンス氏は， 日米の賃金変化，生産性変化および労働力
人口の動きをみる。 1960年（昭和35年）以前の日本の貨幣賃金ならびに消費者物価の年平
均上昇率はいずれもアメリカのそれのほぼ倍であって，かくて実質賃金上昇率は日米間で
大差がない。たとえば日本の月額賃金統計をアメリカ流に平均時間賃金に換算すれば， 日
本の実質時間賃金の上昇率は年4.5形であるのにたいしアメリカのそれは3.35lるである。こ
れにたいして1960年から1969年までの期間についてみると， 日本のそれは 7.8形であるの
にたいしアメリカのそれは 2.0形にすぎない。日本のいわゆる高度成長の姿を端的にしめ
すものであろう。こうした日米の差違は生産性の変化についてもみられ， 日本では常に生
産性増加が賃金上昇を上回ってきた（とくに戦後の再建期）のにたいし，アメリカでは戦
後から1950年代前半までは賃金が生産性を上回ってきたが， 1958年の最気後退以後は生産
性が賃金を上回っていることがわかる。このことは労働力の需給状況とも関係があり，労
働過剰から労働不足へと転じた日本と1950年代以降相対的な超過労働供給の状態にあった
アメリカとの相違を物語るものでもあろう。
19) Ibid., p. 101. 
20) Ibid., p. 101. 
?
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ところでエバンズ氏による日米の総賃金決定メカニズムの比較分析にかんして注目すべ
きは， (1)いわゆるパターン ・ハー ゲニング， (2)フィリップス曲線， (3)超過労働供給説とい
う三つのアプローチが適用されていることである。第1のアプローチは賃金決定における
労働組合の役割が無視できないという常識的な認識の所産であり，第2のアプローチは労
働組合勢力の増大にもかかわらず労働の需給バランスの役割を重視する立場であり，第3
のアプローチは第2の立場をさらに徹底させたものといえる。
アメリカのパターン・バーゲニングといわれる大企業による賃金リーダーシップ現象が
最近のものではなくてすでに1920年代の鉄鋼産業にみられ，ただ戦後は労働組合がそのパ
ターンの波及を促したにすぎないという点は，まさにエバンズ氏のいうとおりであろう。
氏の引用する若干の研究によれば，パターンとはあくまで組合による交渉のフレームワー
ク (framework) であり， 最近では鉄鋼や自動車産業において妥結条件のパターンより
のずれが増大する傾向にある。もっとも現在のパターン準拠が一部は過去の非組合期から
の慣行の継承にすぎず，またそれが生産物市場の類似性や労働市場の近接性 (proximity)
ないし職種の特殊性の如何によるところの大きいことも事実であろう。メーヤー (J.E.
Maher)は投入産出関係や技術の類似性等から大企業については産業間に共通の賃金パタ
ーンのみられることを指摘するが，面白いことにパターン準拠の程度をしめす産業間の賃
金変動係数は，マックガイヤー (T.W. McGuire)とラッピング (L.A. Rapping)によ
ればどの産業分類レベルをとるかによって異なる，すなわち産業分類が細分化されるほど
係数値は大きくなるという 21)。
例のエクスタイン (0.Eckstein)とウィルソン (T.A. Wilson)によれば，産業中分
類レベルでの所定内時間賃金収入の変化は個別産業の利益率および失業率よりはむしろ
産業グループの利益率および失業率によってうまく説明がつくという。だがリプレー (F.
C. Ripley)はある産業が賃金リーダーとなるか否かをきめるのは平均利益率だというし．
また前述のマックガイヤーとラッヒ゜ングは需給変数こそが重要だという。エバンズ氏はか
かる諸説を瞥見したのち， (1)戦後は基幹協約 (keybargain)なる・パターンの賃金決定に
たいしてもつ意義が減じてきた（すなわち伝統的な需給変数への復帰）が， (2)一部の経済
・-. 
21) 1958年~1963年の耐久財産業の時間賃金収入の変化の変動係数（標準偏差／算術平均
X100)は， two-digitレベルで13彩， three-digitレベルで16.5%, four-digitレベ
ルで18.7%だったという。 (Evans,op. cit., pp. 119~120.) 
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セクターではなお賃金の他への波及 (spill-over)がみられると結論している22)。
ところでこのパターン・バーゲニングといわれるものは日本ではどうであろうか？戦後
，?
の電産型賃金体系の普及が一種のパターン・バーゲニングだったというエバンズ氏の指摘
は面白いが，パターン・バーゲニングの本格化はいうまでもなく春闘の開始であろう。と
いうのもそれ以前の組合運動は，政治活動については集権化されていたが，経済活動につ
いては分散的かつ企業内的であったからである。
春眺方式は，当初秋闘方式だった同盟もその後春に交渉するようになったから，いまや
日本の代表的な交渉方式だといえる。慶応大学産業研究所の「賃金決定研究プロジェクト」
チームのおこった調査によれば，賃上げの主要決定要因として企業の重視するのは会社経
営状態， 初任給水準， 物価水準， 世間相場であり， 大企業ほど第1の要因が決定的であ
り， 小企業ほど市場力の意義は大きい23)。 しかも賃金モデルの波及は小企業間よりも大
企業間にみられる。かくしてエバンズ氏は，大企業について産業間のパターン・バーゲニ
ングをみようとする。
具体的にはそれ（パターン準拠）は， (1)春闘妥結額の分散値の低下と(2)賃金指導産業お
よび準拠産業間の関係によって知ることができる。第1の例としては， 17産業（ないし単
産組合）の妥結額の4分位分散係数 (Qa-Q1/M)が1963年の.51から1967年の .13に低下
したことがあげられる。第2の点については，上記17組合のうち4組合（金属，合成化学，
石油，電力）が妥結額上位5組合に入ること10年のうち 6回~9回に及ぶことから，少な
くともこれら 4組合はパターン設定者だったと考えられるという。かかる賃金決定結果の
説明としてエバンズ氏は， 1960年~1968年の9年間の13産業にかんする佐野陽子氏の回帰
分析結果を紹介しているが，佐野氏によると賃金決定の四つの説明変数（全産業1人あた
り純利益，個別産業1人あたり純利益，消費者物価指数，失業保険受給率）のうち最後の
ものを除く 3変数は，いずれも統計的に有意な関係にあったという 24)。
われわれ日本人よりみて特に面白いのは，ェバンズ氏によるアメリカのパターン・バー
ゲニングと日本の春闘方式との比較論である。氏によれば「アメリカでは多少とも明確な
22) Ibid., p. 122. 
23)質問は13項目の選択肢にわたっておこなわれたが，全産業計では会社側の場合は比率
の高い順に(1)世間相場， (2)物価水準， (3)会社経営状態， (4)初任給水準，があげられ，
組合側の場合は(1)物価水準， (2)世間相場， (3)一般組合員賃上げ意欲， (4)初任給水準の
順であった。（慶応大学産業研究所「産業研究J1968年12月， 66~69頁。）
24)佐野陽子「貨金決定の計量分析」（昭和44年，東洋経済新報社刊）， 144-46頁。
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年々の賃金ラウンドから，明確な基幹協約をもたぬむしろバラバラの賃金パターンヘと向
う趨勢が存する」25)が， 「日本では基幹協約準拠型の年次交渉への動きが進行してきてい
る」26)という。日本の春闘という名の年次交渉方式のもとでは賃金ラウンド（春）と賃金
の指導一準拠関係（トップ・バッターと後続打者）を見究めることが容易だが，アメリカ
では労働協約の期間が平均して長いうえに長短さまざまであり，また協約改訂の時期もさ
まざまであり， さらに協約のカバーする事項が日本よりもはるかに広範多岐にわたるた
め，かかる見究めが難しい。アメリカの協約期間の長いのは，一部にはアメリカの物価な
らびに生産性の変化が日本にくらべて遥かに安定的だったためであり，また一部にiま複雑
多岐なアメリカの協約改訂交渉はあまりにも多くの労力を必要とし．，労使ともその後は長
期の平和を望むためでもある。
日本の春闘が企業別組合の弱点克服のために考えだされたことは周知のとおりだが，こ
れにたいしてアメリカの自立的 (self-sufficient) なローカル組合ないし全国組合には日
本流の共闘の必要性が乏しいという事情もある。さらにエバンズ氏にいわすれば，アメリ
カの企業は日本の企業ほど企業間協調への志向をもたぬらしい。その主張の当否は別とし
て，アメリカのパターン・バーゲニングの制度的形式が戦後崩れてきているのにたいし，
春闘開始後の日本の賃金決定がますます「古典的な年次パターン・バーゲニングの状
態」27)へと発展してきているというエバンズ氏の指摘は面白い。
日米の賃金決定のフィリップス曲線による分析は，やや複雑である° フィリップス曲線
は「ある意味で古典的な労働市場と失業予備軍が賃金水準を決定するというマルクス的労
働市場の両者の現代的解釈」28)であるとは，工ハヤンズ氏の主張である。だがこの手法によ
る分析の結果はかならずしも期待どおりではない。氏の引用するペリー (G. L. Perry) 
の研究によると，とくに1953年以降のアメリカにおける賃金決定の説明変数として消費者
物価の重要度は著しく高まり，逆に資本収益率の重要度は減じてきている。それにアメリ
カのフィリップス曲線はとくに失業率の高い領域で非線型であって，イギリスのそれに比
して右に寝た形となり，かつ統計上のフィットネスもよくない。これらの点を総合的にみ
て，アメリカのフィリップス曲線は短期でないかぎり極めて不安定だと考えられる。これ
は逆に「短かい幾つかの時期については失業率と利潤（生産性）で示される経済の状態と
25) Evans, op. cit., p. 131. 
26) Ibid., p. 131. 
27) Ibid., p. 134. 
28) Ibid., pp. 134~135. 
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実質賃金増加率との間に適度にシステマチックな非線型関係の存する」29)ことを示す。だ
がエバンズ氏は，かかる結論は計量経済学モデル上の有用性はあっても，労働市場過程お
よび賃金決定過程にたいする理解の上からはバターン・バーゲニング分析以上の意味はな
vヽという。
日本のフィリップス曲線についてはエバンズ氏は渡部経彦氏80)と佐野陽子氏81)の研究
をあげる。渡部氏は1955年~62年の期間における製造業の貨幣賃金収入および消費者物価
の変化と両者の相互関係を究明し，結論的にフィリップスーリプシー仮設の日本のデータ
にたいする適用可能性は「一般にまったく高い」というが，ただし失業率と賃金変化率と
の関係は有意ではあってもシステマチックではない。また佐野陽子氏は，昭和36年~42年
の期間の製造業における賃金変化を中分類雇用増加率，全産業総資本収益率および中分類
総資本収益率の3変数に回帰せしめた場合に有意な結果をえている。以上の事実にもかか
わらずエバンズ氏は「それが日本の賃金決定の理解に非常に多くを加えたようには思えな
い」82)という。
エバンズ氏によれば，フィリップス曲線の単純な日米比較には無理がある。第1にアメ
リカでは渡部氏のいう物価上昇→貨幣賃金上昇という考え方が日本におけるほど明白では
ないし， また wage-setterと目される日本の大企業の間では本工の移動は非常に限られ
ている故，賃金にたいする失業率のイムパクトの測定値にあまり意味がないということも
ある。失業保険金の支給ないし受給状況が労働市場の需給状態を正しく反映していないと
いう日本の現状もある。だが工バンズ氏は，前記のペリーの研究と佐野の研究との比較か
ら，日米いずれも労働の超過需要期においては賃金変化の説明変数としての資本収益率と
雇用変化率の相対的重要度は等しいとし，そのかぎり日米について「類似の労働需要条件
のもとでの類似の賃金決定の機能」88)をみようとする。
パターン・バーゲニングおよびフィリップス曲線による以上の分析は，いずれも利潤な
いし生産性といった需要関連要因の重要性を限界生産力分析によらずに説明しようとする
29) Ibid., p. 136. 
30) 31)渡部氏の論文は TheQuarterly Joural of Economics, Vol. LXXX, No. 1 (Feb. 
1966)所収のものであり， 佐野氏の論文は『三田学会雑誌」 61巻7号 (1968年7月
号）所収のものだが，いずれも計量分析の門外漢のコメントすべき性質のものではな
vヽ
32) Evans, op. cit., p. 138. 
33) Ibid., p. 139. 
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ものだが，逆に賃金決定の主要因として労働供給に着目するものもある。エバンズ氏によ
ればキンドルバーガー(C.P. Kindleberger)の理論がその例だが，その骨子は，ある国の
経済成長が相対的労働過剰期に始まる場合には，成長は急速だが実質賃金の増加は非常に
おだやかであり，なんらかの理由で労働供給の高い弾力性がもはや存在しなくなる場合に
始めて実質賃金の増加率は上昇し（すなわち利潤部分の減少を来し）， 超成長は過去の物
語りとなろう，というものである。日本の場合は昭和35年 (1960年）頃を境に労働過剰経
済から不足経済へと移行し，実質賃金率も同様に上昇に転ずるが，アメリカの場合は1958
年以後の経済成長は労働過剰のもとで達成され，また同年以後の実質賃金の上昇率は低下
しているという事実がある。かくて「労働供給条件が日米労働経済において賃金決定に重
要な役割を演じている」34)ことは否定できないが，さりとてキンドルバーガー仮説が賃金
決定の説明としてフィリップス曲線やパターン・バーゲニング説よりすぐれているともい
えない。どの理論による説明にも一長一短があるということから，エバンズ氏はベーマン
(Sara Behman)や島田晴雄氏35)の研究をとりあげて制度的変数と市場的変数との組合
わせによる解決を考えるが，それ以上の域をでない。
最後に所得政策による総賃金の決定が考えられるが，日本の熊谷委員会で展開された所
得政策論議は， その後の隅谷委員会の否定的見解の影響もあって具体化の動きはまだな
ぃ36)。春闘共闘委による自主的な賃上げ抑制は考えられないし， さりとて政府が中労委
に直接の権限を行使することはできないから， 日本の所得政策の実現が難しいという工バ
ンズ氏の主張は， もっともである。
アメリカの場合はどうであろうか。所得政策のもっとも緩やかなガイド・ラインは「多
34) Ibid., p. 142. 
35)島田睛雄氏は「三田学会雑誌」 61巻5号 (1968年5月）に寄せた論文のなかで，賃金
決定機構は「市場における価格決定の一元的な理論模型によってこれを充分に解明す
ることは難しい」ことから， 「・・・現代賃金決定機構の制度的諸特質のなかで， 賃金ラ
ウンド，パタン・バーゲニング，賃金波及効果，などの論点に注目し，これをとり入
れてわが国の貨金決定のメカニズムを定彙的に分析することを意図した」とのべる。
36)この両委員会のことはよく知られているが，その性格について隅谷三喜男氏はいう。
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消費者物価は上がる一方なので，企業と労組の市場支配力がどの程度まで大きくなっ
ているか， 物価にどんな影響を与えているか， 具体的データにあたって調べるべき
だ， ということになり発足したのが「隅谷委員会」だ」 と。 （『朝日新聞』，昭和48年
12月13日付）
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く語られながら，賃金抑制が働いたかどうかの問いに答えることは非常に難しい」37)とい
う。前にも引用したペリーは，ケネディー大統領がガイド・ラインを明言した1962年以降
現実の賃金変化が一貫して回帰方程式による予測値を下回った（すなわちフィリップス曲
線が左にシフトした）ことから，ここにガイド・ラインの作用をみようとする。だが簡単
には結論できないという。まず推定されたフィリップス曲線の不安定性という問題がある
し，また賃金変化と利潤変化との間には高度に有意な相関関係の存することから，ガイド
・ライン以外の経済要因も無視できない。ベーマンのように熟練労働力にたいする需要の
変化（したがって熟練度別賃金格差の変化）を重視するものもあれば，またシムラー (N.
J. Simler)とテラ (A. Tella) のように潜在的な労働供給の圧力を考慮したフィリップ
ス曲線の修正を提案するものもある。そこで工バンズ氏は， 「不幸なことだが真実は多分
けつして分るまい」38)とまでいう。
かかる不可知論は正直にすぎるかも知れぬ。だが日米の比較にかんしてエバンズ氏が，
「賃金変化とそのタイミングにかんする諸事実の表にもとづくなら，日米の総賃金決定は
まったく異ると結論しても不自然ではない」39)が， 「日米の総賃金決定のメカニズムは基
本的に類似している」40)と一般的に結論するとき，あえて異議は唱えられないように思え
る。
5 
賃金格差は労働経済を究明する際の重要な論点のひとつであるが， 日本では年功賃金体
系にもとづく企業内賃金格差と企業規模別賃金格差が大きな関心を呼ぶのにたいし，アメ
リカでは職種間 (occupational)の賃金格差が重視されるという制度的ないし伝統的な相
違がある。これ比較上の難点のひとつであろう。
賃金格差の理論はいうまでもなくアダム・スミスに遡る。だが技能修得のための費用や
労働の危険性・不快性等を補償する ("compensating") ものとしての格差というスミス
の理論は，賃金の均等化傾向の存在がほぼ推測されるスミスの時代の産物であって，今日
の現実社会にはそれ以上の大なる格差が存し，むしろ経済地代の概念にも似たジェームズ
・ミルの「非競争集団」の概念こそが適用されよう。雇用量の函数としての限界生産力に
37) Evans, op. cit., p. 145. 
38) Ibid., p. 147. 
39) Ibid., p. 147. 
40) Ibid., p. 148. 
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もとづくマーシャルの能率賃金概念も格差を多く説明するが，他方賃金格差は長期的にみ
ても技能修得費用を資本還元した大きさにも近づかない傾向があり，労働市場の不完全さ
がここにみられうる。
ここで工バンズ氏の主張をみよう。今世紀のアメリカの賃金変化をみる場合，歴史的趨
勢として熟練労働供給が増加しているのにだいし不熟練労働供給は減少しているから，熟
練度別賃金格差は縮少したと考えれるが，実際はそうではない。このことは，一部には兼
気下降期の格差拡大という景気循環上のイムパクトによって，また一部には来るべき最気
回復に備えて景気下降期間中にも熟練労働力を現行賃金率にて維持せんとする企業の労働
政策によって，それぞれ説明されうる。だが普通程度の労働需要拡大期には，従来よりも
熟練度の低い労働力が熟練労働力として活用され，よって賃金格差は縮小するものと予想
される。この予想は， H米の経済発展段階の差による相違を別とすれば， 日米の将来にそ
れぞれあてはまろう。なお急速なインフレーション期には急速な賃金格差の縮小がみられ
るが，それは，かかる時期の多くが戦時のごとく超過労働需要状態にあるためであり，そ
れはまた生活水準維持という公平性 (equity)の観念の作用した結果でもある。ダンロッ
プの例の有名な "jobcluster• は，基幹職務 (keyjob)と他の職務との間に企業内的な
公平性を保とうとするものであり，またかれの •wage contour• は産業内の職種間に産
業内的な公平性を保とうとするものであって，かくして賃金決定上の公平性の役割は無視
できないものであるという41)。
ェバンズ氏は以上のように賃金格差分析の理論化をしたうえで， 日米の現実の格差をそ
れぞれつぎのようにみる。アメリカの場合建築業を例にとると，熟練度別賃金格差はとく
に1947年以前の若干の時期に著しい縮小をしめしているのだが，その縮小を熟練労働力供
給の相対的増加によって説明することは，かかる供給増加が継続的であって格差縮小期に
限定されないことから困難である。メルヴィン・レーダー (MelvinW. Reder)の有名
な仮設によると，超過労働需要期には経験による（ないしは "pickup"による）熟練取
得をつうじて非熟練層の熟練労働者化がおこなわれ，熟練労働供給が増加することにな
る。この仮設は両大戦時の状況をよく説明するが，だがその反面両大戦後の失業率の高い
時期にも賃金格差がなお縮小しつづけたことをうまく説明することができない。そこで格
差縮小の説明要因としてインフレーションをとりあげてみると，インフレーションと格差
変化との相関値は両大戦時をつうじてかなり高い。そのかぎりインフレーションないし公
41) Ibid., pp. 157~160. 
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平性 (equity)仮設の有効性を主張しうるごとくだが，なお説明されるべき現象として，
一次大戦後は一部に格差拡大がみられたのに二次大戦後はそうでなかったという事実がの
こる。エバンズ氏はその原因として，二次大戦後は一次大戦後のごとき不況や価格下落を
伴わなかったことや，さらには二次大戦後の組合組織化の進展をあげている42)。
アメリカの賃金格差が以上のように傾向的な縮小ないし安定性をしめしているのにたい
し， 日本の賃金格差は変化に富み，かつアメリカよりも格差大なることを特徴とする。か
かる日本の賃金格差（とくに企業規模別の）の説明は結局は近代的部門と伝統的部門とい
う二重構造に求められるべく，たとえば伝統的部門の賃金は最気上昇期には相対的に押し
上げられるが，長期の最気下降期には相対的に押し下げられ，結論的に賃金格差は拡大す
るということになる43)。だがかかる市場仮設では近代的部門の賃金が市場水準以上に決
定される事実を説明できない。そこでソロモン・レビ~ーンは，企業内訓練と結びついた年
功制度の出現という制度的要因によってそれを説明しようとするが， これは日本の社会政
策学者の主流的見解でもある。
英語園の日本研究家が労働の需給要因を強調するのにたいし， 日本人研究者自身は市場
の不完全性のごとき非市場的要因を重視する傾向にあることは，ェバンズ氏のいうとおり
であろう。氏は英語圏学者の例にもれず，日本人学者の制度的「説明は主として需給仮設
の修正」44)にすぎないとするが， しかし同時に日本人学者の制度的説明（不完全市場説）
にもそれが労働市場のみの不完全性を問題としているという欠点（篠原三代平氏の指摘）
のあることも確かである。ただしいずれの仮設をもってしても， 日本の賃金格差の大なる
ことを充分に説明できないという問題はのこる。
H本の大規模な賃金較差の発生は1920年代から30年代にかけてのことである。この時期
の製造業における賃金変動係数の値の大きいことがよくそれをしめす45)。 当時の不況状
態から推察できるように、 1919月~1932年の期間は全体として最気循環仮設による格差の
説明がよくあてはまる46)。ただし特定の時期 (1920年~22年， 1925年~26年， 1929年～
42) Ibid., pp. 164~166. 
43)かかる系列の議論の展開者としてエバンズ氏のあげるのは，大川一司，ヘ・ンリー・ロ
ゾフスキー ヒュ ハトリックおよび尾高燻之助の諸氏であ 0。
44) Evans, op. cit., p. 170. 
45) 1921年~1928年の変動係数は .21.~.25であったが， 1926年~36年をとってみれば，
.30~.36であったという。 (Evans,op. cit., p. 172.) 
46) Ibid., pp. 175~176. 
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31年）については，工業成長こそがむしろ賃金格差を説明するとエバンズ氏はみる。一方
熟練労働力不足説についてみれば，この時期の熟練層の賃金ないし移動のパターンにかれ
らの不足を裏づけるような不熟練層とは異なる変化が明白にみいだせないし，逆に格差拡
大は熟練労働力不足よりも経営側による基幹労働力保持策の結果だとの推測（ただし証拠
は不充分）も成りたつという。とくに著しい較差の生じた1920年代後半から30年代初期ま
での間は，雇用は停滞もしくは減退気味であって，労働力不足をしめす雇用および賃金変
化はみられない。そこでエバンズ氏は熟練労働力不足仮設を斥けてしまう47)。
ところでかの公平性 (equity)の思想は，アメリカの賃金格差の多くを説明するが，こ
の思想を行きわたらせたものはアメリカの労働組合であった。日本の場合当時の組合勢力
はあまりにも弱体であったから，日本の賃金格差に公平思想を導入したものは，労働組合
よりはむしろ年功制度（年功秩序的な公平観）であった。また女子賃金の上昇などのごと
きは， 男子賃金の上昇にたいする公平思想によらないかぎり説明がつかない。その反面
1920年代から30年代にかけては工業生産性の上昇がみられ，とくに一次金属および機械に
おける相対賃金の上昇は，格差についての生産性仮設を裏づける。
第二次大戦後の日本の賃金格差の変化のパターンは， 1955年までの徐々なる縮小→その
後1960年までの格差拡大→その後の再縮小，というものである。 1960年（昭和35年）以後
の格差縮小の通常の説明は労働力不足であるが，この労働力不足仮設では， (1)労働力不足
は新規学卒者に限定されていた， (2)労働力不足→賃金格差縮小というメカニズムをどう説
明するか，という二つの問題が残る。そこでエバンズ氏は，日本の現実の賃金格差の変化
を五つの説明変数48)に回帰せしめる。その結果はあまり印象的なものではなかったらし
いが，そこから得られた氏の暫定的結論は， (1)格差縮小のパターンは一様ではない， (2)中
小企業は大企業に比し生産性を相対的に高めた， (3)技術変化の結果として企業にとって大
学卒業者の価値は高まった， (4)労働力不足現象のみられたのは新規学卒者（とくに中学卒
業者）についてである，というものである。換言すれば企業内賃金構造にイムパクトを及
ぽしている要因は新規学卒者不足以外にも存するのであって， しかも「新規学卒者不足の
意義すらも一般的労働不足のシムボルというよりはむしろ企業内賃金諸関係の再調整とい
47) Ibid., p. 179. 
48)すなわち 1)協約適用率の変化， 2)雇用者総数にしめる非生産労働者数の比率（こ
れ技術水準をしめす）， 3)服用者総数にしめる女子労働者数の比率， 4)利益率，
5)雇用者1人あたりの付加価値，の5変数である。 (Ibid.,pp. 199~200, note 33.) 
16 
日本の労働経済とアメリカの労働経済（小林） 17 
うにある」49)。たとえば伝統的部門（中小企業）の初任給上昇は，新規学卒者不足の結果
であると同時に高年令層の賃金にたいする公平性 (equity)の維持の結果だということに
なる。
最後に同一職種の賃金が産業によって異なる点については，アメリカとは対照的に日本
では研究が乏しい。佐野陽子氏が自家用乗用自動車運転手 (chauffeurs)と和文タイビス
ト(kanjitypists) の賃金を産業大分類のレベルで比較分析したものなどは， その一例
である50)。職種別データの不備な日本では， この種のデータからほとんどなにも洞察で
きぬという工バンズ氏の主張はあながち不当とは思えない。アメリカの場合，産業間賃金
格差にたいする組合のイムパクトは "significantbut modest"だが職種間賃金格差にた
いするそれは "quitemodest"というのが，諸種の研究をつうじてみたるエバンズ氏の結
論である。氏はまた日本の場合について「産業間賃金格差における組合の役割は明確では
ないが，せいぜいごく小さなものであろう」51)と主張するが，判断の難しいところであろ
う。なお日本の組合ならびに賃金交渉の性格上，企業内賃金配分にたいして組合の影響力
の乏しいことは半ば常識に属することだが，ェバンズ氏がこの点を強調しているのは面白
vヽo, 
6 
日米労働経済の比較を日米低賃金産業の比較をもって終えることは，やや奇異な感がな
くもない。日本では，少なくとも戦前論じられた形のままでの「低賃金」論は影をひそめ
ている。だがアメリカでは最近とくに貧困問題が注目されてきたという事情がある。そこ
で工バンズ氏が低賃金産業を問題としたことに理由なしとしないが，ただ氏のようにたと
え仮設としてでも，低賃金の原因をば個人能力の最大限発揮を妨げる個人的ないし制度的
要因や自然の不平等に帰せしめることは，理論上の意味はあっても現実の低賃金解明のた
めの意義は乏しいように思われる。
エバンズ氏の低賃金産業の定義は，多少とも恣意的たるを免れない。かれは， 1964年当
49) Evans, op. cit., p. 188. 
50)鹿応大学経済学会の英文機関紙 KeioEconomic Studies, Vol. IV, 1966• 7に発表
された佐野氏の英文論文がそれであるが， chauffeursもkanjitypistsもともに，
その時間賃金収入は比較された8産業のうち鉱業・建設で最低であり，電気・水道・
ガスで最高である。
51) Evans, op. cit., 191. 
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時の全米的な貧困ラインたる年収3,000ドルを基準としてとりあげ， かかるライン以下の
貧困世帯数が総世帯数の20彩であったという事実から出発して，年間賃金収入3,000ド
ル，すなわち年間労働時間数を2,000時間として時間賃率1ドル50セントを低賃金雇用の
基準とし， かかる基準以下の労働者の比率が20%におよぶ産業を低賃金産業と定義する
のでる。かく定義された産業の平均賃金は，若干の技術的な調整を加えて1964年の場合
straight-timeについて時間当たり 2ドル20セントであるという 52)。
日本の低賃金産業の定義としてアメリカのそれの単純なる為替レート換算をおこなうこ
とは無意味である。消費のパターン，文化的背景，相対価格比率，給与構成（たとえば付
加給付の比率）， 所得水準などが日本とアメリカでは異なるためだが， かかる国際比較上
の難点を避けるために，工バンズ氏は全産業総平均賃金の86.5彩を低賃金産業の定義の近
道 (cut-off)として用いる53)。この86.5彩という数値は， アメリカの基準年次における
低賃金産業の定義を他の年次にあてはめる際に用いられたものである。エバンズの苦心の
ほどはわかるに・しても，一国のある種の比率を他国にそのまま適用することは，なんとし
ても問題がありすぎる。
だが定義上の問題はあるにせよ，かかる低賃金産業の日米比較には興味深い点がある。
資料の関係上比較の対象は製造業にかぎられるが，日米の低賃金産業はほとんど同一の産
業である。中分類 (twodigit) の産業レベルでは日米ともに七つの低賃金産業を有する
が，アメリカのそれには皮革が含まれ日本のそれには食品が含まれるといった相違点をの
ぞくと，木材，家具，繊維，衣服，雑工業などは日米いずれにおいても低賃金産業に属す
る。
アメリカの場合産業小分類 (threedigit) のレベルでも中分類のレベルでも， 1958年
~63年の低賃金産業の平均時間収入の増加率は製造業全体ないし非低賃金産業のそれより
も低い。これにたいして低賃金産業の雇用成長率については，小分類レベルではそれは非
低賃金産業のそれと大差はないが， 中分類レベルではそれは非低賃金産業のそれより低
い。かくて中分類レベルでは低賃金産業の「雇用の遅れと賃金の.i!れとは結びつくが， し
かし一方が他方の原因かどうかは疑わしい。」54)
だが日本の場合は対照的で， 1958年~64年の間の中分類レベルにおける低賃金産業の中
位の賃金増加率 (119%)は非低賃金産業のそれ (75%)よりも大きく，このことは1954
52) Ibid., p. 205. 
53) Ibid., p. 206. 
54) Ibid., p. 220. 
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年以降にもあてはまる。しかもこの間の賃金利得の多くは，若年層および婦人層を多く雇
用するという「低賃金産業の特性と密接な関連性のない賃金構造上の変化におそらく帰せ
しめられうる」55)という。また中分類レベルにおける七つの低賃金産業の雇用成長率の中
位値 (.170彩）は，製造業全体のそれの平均値 1.115%)よりも遥かに大きい。かかる日米
間の低賃金産業の相違は，おそらくは製造業における日米雇用者総数の成長の差に帰せし
めうることであろう。
生産性変化をもってしても，低賃金産業の充分な説明は難しい。アメリカの場合少なく
とも 195梃p~63年について， 中分類レベルにおける 7低賃金産業の中位の生産性増加率
(26%)は非低賃金産業の中位のそれ (2596)よ・りも僅かに大きいにすぎない。エバンズ
氏によるとその理由は，低賃金産業における雇用の低成長→生産の相対的低下→同産業内
の優良企業の生き残り→生産性上昇， という論理に求められうる。短期的な説明として
は，低賃金産業がoptimumな操業度に近づいたことがあげられるという。けれども「低
賃金セクターの絶対的生産性は，製造業の残余のセクターのそれよりもいちじるしく低
い」56)。問題解決の鍵がここにあることはいうまでもない。ただし， 日本はアメリカと対
照的で，たとえば1960年~65年の低賃金産業の中位の生産性増加率 (9%)は製造業の中
位のそれ (46.8彩）に比してあまりにも低い。
ところで低賃金産業を論ずる場合に低賃金の説明として常識的に受け入れられやすいの
は，需要独占にかかわる搾取説であろう。この説によれば，低賃金産業の資本収益率は非
低賃金産業のそれよりも高くなければならないが，アメリカの場合1948年~57年の低賃金
産業の各年の中位収益率の中位数(5.7596)は，製造業全体のそれより1.58%低いという。
日本の場合も， データの制約上比較は中小企業 (50~299人）間に限定されるにせよ，
1956年~64年の低賃金産業の労働者1人当たり年平均利益額 (51,000円）は，製造業全体
のそれ (76,000円）の3分の2にすぎない。
搾取説による説明が困難だとすれば，いまひとつの説明は，組合組織率が低く賃上げ圧
カの乏しい低賃金産業では企業家の経営能力および意欲が薄く，その結果が低賃金を生来
するというものである。いわゆる "shockeffect"のない場合であろう。アメリカの場合
は低賃金産業の組織率はやや低く，またその賃金利得は，非低賃金産業の組合賃金利得の
大きさに達したことがない。だがそれには企業規模の大小も関係があるようであり，結論
55) lb砿， p.221. 
56) Ibid., p. 223. 
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は難しい。日本の場合も，低賃金産業の組合組織率および労働協約の適用率はともに低い。
かくて低組織率と低賃金との間の関連性が推測されよう。けれどもエバンズ氏は最終的な
結論として「日米両国において今日の低賃金産業は，両国の組合成長に先行する時期たる
世紀の変わり目においても大体低賃金産業だったことを忘れてはならぬ」57)という。
ェバンズ氏の指摘をまつまでもなく，低賃金セクターにおける低賃金の原因はその絶対
的な生産性の低さにある。問題はなぜそうなのかということだが，理論的には低賃金産業
における(1)生産物需要の性格， (2)生産物市場および労働市場における競争の型と程度， (3)
労働者1人当たりの資本装備率，の三つがあげられる。第1の点は，たとえば生産物需要
が多様すぎて高度の機械化が覚つかず，その結果多数企業の存在と低生産性とをもたらす
ごとき場合である。第2の点については，たとえばアメリカの場合低賃金産業の企業集中
度は非低賃金産業のそれよりも低いが，そのことと低賃金との間に有意の相関はない。そ
れのみか集中度の低い産業は，一般に比較的小さな企業より成る地方市場的な産業であっ
て，それは，たとえば農業地域内の小都市産業のように，その地方の労働市場にたいして
は買手独占的でさえありうるのである。
低生産性ないし低賃金をもっともよく説明するものは，上記の第3点すなわち労働者1
人当たりの資本利用度であろう。アメリカの場合生産労働者1人当たりの付加価値と賃金
水準との間には高度の順位相関がみられるという。日本の場合も，労働者1人当たり有形
固定資産（資本装備率）と賃金収入との間に有意の相関（その係数は1963年において.72) 
が存する。しかも資本装備率の大小は企業規模の大小と関係がある。だが他面において大
企業の賃金も，低賃金産業においては非低賃金産業におけるよりも（その資本額から予想
される以上に）低い。かくして低賃金の説明としては，有形固定資産以外の若干の付加的
要因の考慮されねばならないことがわかる。
かくして低賃金産業といわれるものは，その産業固有の原因に根ざしているといえる。
エバンズ氏は1939年の低賃金産業と 1963年のそれとを比較した結論として， 「製造業にお
ける低賃金配列の相対的な安定性という戦後経験は過去からの継続である」58)とまでい
う。ケンドリック (J.W. Kendrick)の有名な研究も，製造業における諸産業の相対的
賃金ボジションの長期的な安定性をしめす。これにたいして日本の場合は，産業小分類レ
ベルでは低賃金産業数の製造産業総数にしめる比率は低下してきており， その低下率は
57) Ibid., p. 230. 
58) Ibid., p. 236. 
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1954年~63年について5%,その後の4年間で3%という僅少のものだが，アメリカの場
合の安定性にくらべれば「かなり大なる」変化だとされる。低賃金産業の範疇より「脱し
た」産業は，すべて平均以上の付加価値増加率をしめしている。もちろん産業中分類レベ
ルをとれば，低賃金セクターはより安定的となる。かくて日本についても，過去の急激な
変化にもかかわらず「低賃金セクターの構造は大体において相対的変化を免れたままであ
った」59)と工バンズ氏は結論するのである。
?
エバンズ氏の研究は，とくに日本語文献をよくこなしている点で，アメリカ人の手にな
る過去のどの日本労働問題研究よりも勝れている。労働経済の研究そのものとしてみて
も，論点はあますところなく論じられており，しかも要を得ている。とくに計量分析の門
外漢にたいして，それは教えるところが多い。
けれども日米の労働経済の比較分析において，工バンズ氏が完全な成功を収めたとはい
いがたい。「一般に相違は，経済の構造的ないし制度的側面を中心に論ずるときにもっと
も際立ち，類似性は関数関係を論ずるときにもっとも際立っている」60)とはエバンズ氏の
言だが，これは制度的手法と計量的手法の特徴を別な表現でいいかえたにすぎない。問題
は氏のいう「相違と織りまざった類似性」の意味合いだが，日米労働経済の類似点と相違
点との単なる貸借対照表的な表示ではその解答をしめしたことにならない。
類似点と相違点とを説明するフレームは，工バンズ氏によるとテクノロジー，歴史と文
化，および経済発展のペースの三つである。いわば一種の三元論である。テクノロジーは
少数の大企業をして雇用条件決定のリーダーたらしめる要因であり，また企業内的労働市
場ならびその市場に固有の賃金格差を生ぜしめる要因でもある。テクノロジーはまたどの
産業が低賃金産業であるかを決定する上での基本要因でもある。これにたいして歴史と文
化は，アメリカ労働組合の際立ったビジネス志向性を説明する。またそれは，労働組合の
排他性の犠牲となったのがアメリカでは黒人や新移民であるのにたいし，日本では通常の
日本人であったという事情を説明する。また日本の集団志向性とアメリカの個人志向性と
は，まさに歴史と文化そのものであるが，これが「日米労働経済間の一大相違の基礎」61)
59) Ibid., p. 240. 
60) Ibid., p. 252. 
61) Ibid., p. 258. 
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であることはエバンズのいうとおりであろう。
分析のフレームの第3のものたる経済成長段階の相違は，たとえば婦人労働力の諸相を
めぐる日米間の相違をうまく説明する。だが日米労働経済の「構造的相異は基本的相異よ
りはむしろ遅れ (lag)を示していると考えられるべきだ」62)とは， 直ちに断じがたい。
産業別ないし職種別の雇用構造や婦人労働力率のパターンの日米間の相違についてはその
通りであろうが，たとえば企業内労働市場における公平性 (equity)やパターン・バーゲ
ニングという言葉のもつ意味内容の相違は，さほど軽視されてよいものとは思えない。エ
バンズ氏のようにそれを「制度上構造上の若干の相違」といいきれるかである。逆に税制
上の優遇措置をふくめて過去の高度成長を促した諸要因（ビジネスにとってアメリカより
も遥かに有利だった環境）が「単なる時の遅れよりはむしろ構造上の相違を反映する成長
段階の一側面」68)なのかどうかも疑問がある。
「機能的に日米両経済が非常に類似している」64)ことには，疑問の余地がない。けれど
もこの結論は，極論すればH米の労働経済は資本主義経済であるかぎりの類似性をもつと
いうことの別な表現とならないであろうか。
だがそれはともあれ，エバンズ氏の研究は日米労働経済の諸側面の事実の比較検討の点
で出色のものだと思われる。それはまた， 日米の相違を強調しすぎることへの反省として
も大いに意味があろう。 （おわり）
62) Ibid., p. 259. 
63) Ibid., p. 260. 
64) Ibid., p. 261. 
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